
 

議案第６８号 

佐野市職員の給与に関する条例の改正について 

佐野市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定めま

す。 

令和元年９月６日提出 

佐野市長 岡 部 正 英   

佐野市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

佐野市職員の給与に関する条例（平成１７年佐野市条例第５２号）の一部

を次のように改正する。 

第１７条の２第１項中「、若しくは法第１６条第１号に該当して同法第２

８条第４項の規定により失職し」を削り、同条第４項中「、若しくは失職

し」を削る。 

第１７条の３第２号中「（同法第１６条第１号に該当して失職した職員を

除く。）」を削る。 

第１７条の５第１項中「、若しくは法第１６条第１号に該当して同法第２

８条第４項の規定により失職し」を削り、同条第２項第１号中「、若しくは

失職し」を削る。 

第１８条第６項中「当該各号」を「これらの規定」に改め、「、若しくは

法第１６条第１号に該当して同法第２８条第４項の規定により失職し」を削

り、「当該各項」を「それぞれ第２項又は第３項の規定」に改める。 

附 則 

この条例は、令和元年１２月１４日から施行する。 

 

 

理 由 

地方公務員法の改正に伴い、所要の規定を整備するため本条例を改正し

たいので提案するものです。 



議案第６８号参考資料 

佐野市職員の給与に関する条例の改正案 新旧対照表  

現       行 改   正   案 

（期末手当） （期末手当） 

第17条の２ 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条から第17条の４までにおい

てこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対して、それぞれ基準

日の属する月の市規則で定める日（次条及び第17条の４第１項においてこれらの日を

「支給日」という。）に支給する。これらの基準日前１月以内に退職し、若しくは法第

16条第１号に該当して同法第28条第４項の規定により失職し、又は死亡した職員（市規

則で定める職員を除く。）についても同様とする。 

第17条の２ 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条から第17条の４までにおい

てこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対して、それぞれ基準

日の属する月の市規則で定める日（次条及び第17条の４第１項においてこれらの日を

「支給日」という。）に支給する。これらの基準日前１月以内に退職し、又は死亡した

職員（市規則で定める職員を除く。）についても同様とする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 前２項の期末手当基礎額は、それぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、又は

死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在）において職

員が受けるべき給料及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合計額

とする。 

４ 前２項の期末手当基礎額は、それぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあ

っては、退職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料及び扶養手当の

月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合計額とする。 

５・６ （略） ５・６ （略） 

第17条の３ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規定にかかわらず、当

該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げる者にあっては、その支給を一時差し止

めた期末手当）は、支給しない。 

第17条の３ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規定にかかわらず、当

該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げる者にあっては、その支給を一時差し止

めた期末手当）は、支給しない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第28条第４項の規定

により失職した職員（同法第16条第１号に該当して失職した職員を除く。） 

(２) 基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第28条第４項の規定

により失職した職員 

(３)・(４) （略） (３)・(４) （略） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 



第17条の５ 勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条においてこれらの日を「基

準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し、その者の基準日以前における直近の

人事評価の結果及び基準日以前６月以内の期間における勤務の状況に応じて、それぞれ

基準日の属する月の市規則で定める日に支給する。これらの基準日前１月以内に退職

し、若しくは法第16条第１号に該当して同法第28条第４項の規定により失職し、又は死

亡した職員（市規則で定める職員を除く。）についても同様とする。 

第17条の５ 勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条においてこれらの日を「基

準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し、その者の基準日以前における直近の

人事評価の結果及び基準日以前６月以内の期間における勤務の状況に応じて、それぞれ

基準日の属する月の市規則で定める日に支給する。これらの基準日前１月以内に退職

し、又は死亡した職員（市規則で定める職員を除く。）についても同様とする。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、市規則で定める割合を乗じて得た額とする。こ

の場合において、支給する勤勉手当の額の、次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額

は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、市規則で定める割合を乗じて得た額とする。こ

の場合において、支給する勤勉手当の額の、次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額

は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはならない。 

(１) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員

がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、

退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において受け

るべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に100

分の92.5（特定幹部職員にあっては、100分の112.5）を乗じて得た額の総額 

(１) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員

がそれぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡

した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこれに対

する地域手当の月額の合計額を加算した額に100分の92.5（特定幹部職員にあって

は、100分の112.5）を乗じて得た額の総額 

(２) （略） (２) （略） 

３～５ （略） ３～５ （略） 

（休職者の給与） （休職者の給与） 

第18条 （略） 第18条 （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 第２項又は第３項に規定する職員が、当該各号に規定する期間内で第17条の２第１項

に規定する基準日前１月以内に退職し、若しくは法第16条第１号に該当して同法第28条

第４項の規定により失職し、又は死亡したときは、同項の規定により市規則で定める日

に、当該各項の例による額の期末手当を支給することができる。ただし、市規則で定め

る職員については、この限りでない。 

６ 第２項又は第３項に規定する職員が、これらの規定に規定する期間内で第17条の２第

１項に規定する基準日前１月以内に退職し、又は死亡したときは、同項の規定により市

規則で定める日に、それぞれ第２項又は第３項の規定の例による額の期末手当を支給す

ることができる。ただし、市規則で定める職員については、この限りでない。 

７ （略） ７ （略） 



 


